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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期

第２四半期連結
累計期間

第114期
第２四半期連結
会計期間

第113期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 32,383 15,864 58,784

経常損失（△）（百万円） △4,003 △2,043 △10,327

四半期（当期）純損失（△）（百

万円）
△4,126 △2,123 △1,075

純資産額（百万円） － 17,320 21,708

総資産額（百万円） － 41,170 46,380

１株当たり純資産額（円） － 89.65 111.81

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△21.24 △10.93 △5.59

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 42.3 46.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△4,941 － △13,010

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,059 － 7,504

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△651 － 12,012

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 2,214 8,767

従業員数（人） － 1,295 1,248

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　      ２．売上高には消費税等は含まれておりません。

　      ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

  当社グループは、当社、子会社９社、関連会社４社及びその他の関係会社１社により構成されており、当社グループ

が営んでいる事業内容は、菓子食品の製造販売並びに洋菓子類の製造販売及び喫茶、飲食店の経営を主な内容とし、更

にこれらに関する事業活動を展開しております。

  当第２四半期連結会計期間における、各事業に係る主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであります。

  ＜小売事業＞

  休眠会社㈱スーパーハイウェイが事業を開始しました。主要製品及び業務内容の異動はありません。

  ＜卸売事業＞

  主要製品及び業務内容、主要な会社の異動はありません。

  ＜不動産事業＞

  主要製品及び業務内容、主要な会社の異動はありません。

  ＜その他の事業＞

  主要製品及び業務内容、主要な会社の異動はありません。

３【関係会社の状況】

  当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,295 (3,533)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 978 (1,780)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、商品仕入及び販売の状況】

(1）生産実績

当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

小売事業
ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋菓子類

（百万円）
2,974

 調理加工品（百万円） 62

 計（百万円） 3,036

卸売事業
チョコレート、キャンディ等菓子類

（百万円）
8,900

 飲料、乳製品等（百万円） 396

 計（百万円） 9,297

合計（百万円） 12,334

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。　

　　　　２．金額は販売価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

小売事業
ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋菓子類

（百万円）
171

 調理加工品（百万円） 263

 計（百万円） 434

卸売事業
チョコレート、キャンディ等菓子類

（百万円）
659

 飲料、乳製品等（百万円） 355

 計（百万円） 1,014

合計（百万円） 1,449

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。　

　　　　２．金額は仕入価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

小売事業
洋菓子(ケーキ、ベーカリー、デザート等の洋

菓子類）（百万円）
4,005

 外食(喫茶及び飲食店）（百万円） 1,564

 計（百万円） 5,569

卸売事業
菓子(チョコレート、キャンディ及び焼菓子

等菓子類）（百万円）
8,960

 食品(飲料、乳製品等)（百万円） 1,060

 計（百万円） 10,020

不動産事業 不動産賃貸収入（百万円） 63

 計（百万円） 63

その他の事

業

ＤＮＡの解析、試薬の販売、事務受託業務及

びアウトソーシング受託（百万円）
210

計（百万円） 210

合計（百万円） 15,864

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

　当社は、平成20年11月７日山崎製パン株式会社と新たな業務資本提携契約を締結いたしました。なお、詳細は、「第５

  経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項　（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。　

（1）業績の状況　　

  当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日～９月30日）につきましては、乳製品、植物油脂、小麦粉等の原材

料価格の高騰や食の安全・安心への取り組みに対するコストが増加するなど収益を圧迫する要因が顕在化してい

る中、売上の増加を目指し、洋菓子事業では新製品の開発や外販事業の強化を積極的に実施いたしました。また、菓

子事業では人気タレント「中川翔子」さんをＣＭに起用し、「ルック」ブランドを中心にファン層の拡大に努める

など、主力商品の需要喚起に積極的に取り組みました。

　一方、コスト面では洋菓子事業の物流改善による大幅なコスト削減や菓子事業では「カントリーマアム」の生産

性向上の設備投資を行うなど、徹底的なコスト削減と効率アップに努めてまいりました。しかし、原材料調達コスト

の大幅な上昇は、内部努力では吸収し切れず、一部商品の価格改定や規格変更を実施いたしました。

  この結果、当第２四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は158億64百万円となりました。損益面では

原材料高や販売促進費の増加等の影響が大きく、営業損失は20億89百万円、経常損失は20億43百万円となり、四半期

純損失は21億23百万円となりました。

  事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。　

＜小売事業＞

  洋菓子事業につきましては、不二家洋菓子チェーン店は、当第２四半期連結会計期間における新設店が12店、閉鎖

店が19店となり、当第2四半期連結会計期間末店舗数は594店舗（前年同期末626店舗）となりました。一連の問題以

降、店舗数の減少傾向が続いておりますが、当第２四半期連結累計期間におきましては、大手量販店系ショッピング

センターへの出店を積極的に進めており、50店舗の年間新規出店計画は順調に進んでおります。一方、既設店売上に

つきましても、「88円シュークリーム」等のおやつ菓子の拡売が効を奏し、客数の増加とともに売上が回復してき

ております。また、外販事業につきましては、山崎製パン株式会社（以下、「山崎製パン」といいます。）の支援の

下、コンビニエンスストアや量販店に「ミルキーシュークリーム」「ミルキーワッフル」あるいは「スイートハー

ト」ブランドの新商品群などを積極的に展開し、９月以降売上が拡大しております。

  ダロワイヨ事業につきましては、主力商品の「マカロン」が引き続き好調に推移し、売上増加に寄与いたしまし

た。

　  この結果、物販事業売上高は40億５百万円となりました。

　外食事業につきましては、ガソリン価格の高騰によるお客様の来店頻度の低下や、家計の悪化、あるいは食の安全

・安心への関心の高まりなどから、中食・内食需要へのシフトが進み、大変厳しい環境に陥りました。

  このような状況の下、当第２四半期連結会計期間末店舗数は73店舗（前年同期末76店舗）となりました。

  平成20年５月より新たな経営体制のもとに「不二家のよさ」、「不二家らしさ」の徹底追求や経営陣自ら現場と

のコミュニケーションを図り、店舗オペレーションを一店一店確立させる等のレストラン事業の再生および改革を

継続的に進めた結果、店舗運営の効率は着実に上昇してまいりました。しかしながら、前年８月の会社分割時に行っ

た不採算店16店舗の閉鎖の影響が大きく、外食事業の売上高は減少いたしました。

　  この結果、外食事業売上高は15億64百万円となりました。

  以上の結果、当第２四半期連結会計期間における小売事業全体の売上高は55億69百万円となりました。

＜卸売事業＞

　菓子事業につきましては、「ルック」、「ミルキー」および「カントリーマアム」の基幹３ブランドへの集中戦略

を積極的に推進すると同時に、生産性のさらなる向上を目指した「カントリーマアム」の製造ラインの生産増強工

事が７月下旬に完了し稼動したのを始め、徹底的なコスト削減に努めてまいりました。また、８月下旬からは、幅広

い層に人気のある「中川翔子」さんをＣＭに起用し、「ルック」ブランドを中心に新たなファン作りを積極的に推

し進めるなど主力商品の需要喚起に取り組みました。しかしながら、原材料高騰に対応して７月から発売した規格

変更商品（新規格商品）と旧商品との切り替えがスムーズにいかず、販売が一時的に低迷いたしました。また猛暑、

天候不順、そして個人消費の落ち込み等の影響もあり、７月、８月は販売計画を下回りました。９月はおかげさまで

「カントリーマアム」や「ホームパイ」の好調な販売に支えられ売上は堅調に推移しましたが、７月、

８月の落ち込みをカバーするには至らず、当第２四半期連結会計期間は販売計画を下回りました。

　  この結果、菓子事業売上高は89億60百万円となりました。

　食品事業につきましては、７月は猛暑により売上が増加したものの、８月以降の天候不順や主力ブランドに有効な

ヒット商品が投入できず、当第２四半期連結会計期間は販売計画を下回りました。

　  この結果、売上高は10億60百万円となりました。

  以上の結果、当第２四半期連結会計期間における卸売事業全体の売上高は100億20百万円となりました。
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＜不動産事業＞

　不動産事業の売上高は、社有資産の売却によるテナント収入の減少等により63百万円となりました。

＜その他の事業＞

　主に株式会社不二家システムセンターの受注受託業務の売上で、売上高は２億10百万円となりました。

（2）財政状態に関する分析

　当第２四半期連結会計期間末における資産、負債、純資産の状況は以下のとおりであります。

    流動資産は134億50百万円で、主に第２四半期連結累計期間の四半期純損失や借入金返済による現預金の減少

により前連結会計年度末に比べ52億５百万円減少いたしました。固定資産は277億20百万円で、有形固定資産は増

加しましたが、投資その他資産が減少し、前連結会計年度末に比べ４百万円の減少となりました。この結果、総資

産は411億70百万円で前連結会計年度末に比べ52億９百万円減少いたしました。

  また、流動負債は185億32百万円で、主に短期借入金の増加により前連結会計年度末に比べ15億29百万円増加い

たしました。固定負債は53億17百万円で、主に長期借入金の減少により前連結会計年度末に比べ23億51百万円減

少いたしました。この結果、負債は合計238億50百万円で、前連結会計年度末に比べ８億22百万円減少いたしまし

た。

  純資産は当第２四半期連結累計期間における四半期純損失の計上等により前連結会計年度末に比べ43億87百

万円減少し、173億20百万円となりました。

　次に、当第2四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果使用した資金は、24億24百万円となりました。これは主に当第2四半期連結会計期間の税金等

調整前四半期純損失の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果使用した資金は、６億４百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得によるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果使用した資金は、５億13百万円となりました。これは主に借入金の返済によるものでありま

す。

以上の結果、当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、22億14百万円となりました。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間におきまして、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお当社グループは、最重要課題として中期経営計画達成のために全力をあげるとともに、その前提となる食品

安全衛生と社会的信頼回復に向けた活動を、今後も継続的に推進してまいります。

また、当社の主要原料であります乳製品、植物油脂、小麦粉等の原材料および原油価格の高騰に対しては、生産方

式の見直しや物流の根本的な改革による大幅なコスト削減、付加価値を高めた新製品の投入などによって対応し

てまいります。

  なお、「重要な後発事象」に記載のとおり、経営基盤ならびに財務体質等の強化に向け、平成20年11月27日に山

崎製パン株式会社への第三者割当増資78億70百万円を実施する予定です。

（4）研究開発活動

  当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は、28百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間におきまして、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 194,376,590 194,376,590
東京証券取引所

市場第一部
－

計 194,376,590 194,376,590 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日
－ 194,376,590 － 14,345 － 15,412
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　山崎製パン株式会社 東京都千代田区岩本町三丁目10番１号　 68,032 35.00

　日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号　 6,781 3.48

株式会社バンダイナムコホール

ディングス

東京都港区港南二丁目16番２号太陽生命品

川ビル　
5,000 2.57

　不二家不二栄会持株会
東京都文京区大塚二丁目15番６号ニッセイ

音羽ビル　
4,593 2.36

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口４Ｇ）
東京都中央区晴海一丁目８番11号　 3,198 1.64

　株式会社りそな銀行
大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号

　
3,022 1.55

　藤井　林太郎 東京都渋谷区　 2,704 1.39

　株式会社横浜銀行
神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁目１

番１号　
2,304 1.18

　中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番11号　 2,149 1.10

　株式会社アサツーディ・ケイ 東京都中央区築地一丁目13番１号　 2,000 1.02

計 － 99,784 51.33
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）　

普通株式　　 　59,000
－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式　

（相互保有株式）　

普通株式　　　 25,000
－ 同上　

完全議決権株式（その他） 普通株式　194,026,000 193,983 同上　

単元未満株式 普通株式      266,590 －
１単元（1,000株）未満

の株式　

発行済株式総数 194,376,590 － 　－

総株主の議決権 － 193,983 　－

　（注）１．「単元未満株式」欄には自己株式948株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が43,000株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数43個が含まれておりませ

ん。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）　

株式会社不二家　

東京都文京区大塚二丁目

15番６号（注）　
59,000 － 59,000 0.03

（相互保有株式）　

日本食材株式会社　

埼玉県さいたま市中央区

本町西六丁目４番22号　
25,000 － 25,000 0.01

計 － 84,000 － 84,000 0.04

　（注）平成20年７月１日に本店所在地を変更しました。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 155 171 152 148 146 130

最低（円） 147 146 144 138 127 114

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

退任役員　

役名 職名 氏名 退任年月日

　取締役 食品事業担当　 岡本  日出男　 平成20年８月29日

（注）当社では業務執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。前事業年度の有価証券報告書の提

      出日後、当四半期報告書の提出日までの執行役員の異動は、次のとおりであります。

役名 氏名 就任年月日

　執行役員 吉川　正道 平成20年９月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しています。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,224 8,774

受取手形及び売掛金 6,565 6,382

商品及び製品 2,680 1,951

仕掛品 256 245

原材料及び貯蔵品 1,474 1,244

繰延税金資産 21 19

その他 725 547

貸倒引当金 △498 △510

流動資産合計 13,450 18,655

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 7,597

※1
 7,614

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 6,717

※1
 6,336

土地 2,879 2,849

リース資産（純額） ※1
 149 －

その他（純額） ※1
 533

※1
 611

有形固定資産合計 17,877 17,411

無形固定資産 513 589

投資その他の資産

投資有価証券 4,968 5,157

繰延税金資産 39 50

敷金及び保証金 2,920 3,044

その他 1,651 1,718

貸倒引当金 △250 △247

投資その他の資産合計 9,328 9,723

固定資産合計 27,720 27,724

資産合計 41,170 46,380
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,703 5,083

短期借入金 7,687 5,752

1年内償還予定の社債 100 100

リース債務 28 －

未払金 3,125 3,557

未払法人税等 168 224

賞与引当金 644 653

店舗閉鎖損失引当金 153 164

その他 1,919 1,467

流動負債合計 18,532 17,003

固定負債

社債 50 100

長期借入金 2,539 4,832

繰延税金負債 49 47

退職給付引当金 1,706 1,732

役員退職慰労引当金 － 11

リース債務 141 －

負ののれん 7 8

その他 822 936

固定負債合計 5,317 7,669

負債合計 23,850 24,672

純資産の部

株主資本

資本金 14,345 14,345

資本剰余金 15,412 15,412

利益剰余金 △12,469 △8,342

自己株式 △13 △12

株主資本合計 17,275 21,402

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 142 315

繰延ヘッジ損益 0 8

評価・換算差額等合計 143 324

少数株主持分 △97 △18

純資産合計 17,320 21,708

負債純資産合計 41,170 46,380
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 32,383

売上原価 19,622

売上総利益 12,761

販売費及び一般管理費 ※1
 16,878

営業損失（△） △4,116

営業外収益

受取利息 18

受取配当金 24

持分法による投資利益 152

その他 95

営業外収益合計 291

営業外費用

支払利息 130

その他 47

営業外費用合計 178

経常損失（△） △4,003

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 13

特別利益合計 13

特別損失

固定資産廃棄損 131

店舗閉鎖損失引当金繰入額 5

投資有価証券評価損 ※2
 52

その他 18

特別損失合計 208

税金等調整前四半期純損失（△） △4,197

法人税、住民税及び事業税 115

法人税等調整額 △1

法人税等合計 114

少数株主損失（△） △186

四半期純損失（△） △4,126
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 15,864

売上原価 9,576

売上総利益 6,287

販売費及び一般管理費 ※1
 8,376

営業損失（△） △2,089

営業外収益

受取利息 13

受取配当金 4

持分法による投資利益 53

その他 66

営業外収益合計 137

営業外費用

支払利息 63

その他 27

営業外費用合計 91

経常損失（△） △2,043

特別損失

固定資産廃棄損 56

店舗閉鎖損失引当金繰入額 5

投資有価証券評価損 30

その他 18

特別損失合計 110

税金等調整前四半期純損失（△） △2,154

法人税、住民税及び事業税 49

法人税等調整額 △10

法人税等合計 38

少数株主損失（△） △69

四半期純損失（△） △2,123
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △4,197

減価償却費 1,476

賞与引当金の増減額（△は減少） △16

持分法による投資損益（△は益） △152

売上債権の増減額（△は増加） △29

たな卸資産の増減額（△は増加） △828

仕入債務の増減額（△は減少） △499

未払金の増減額（△は減少） △479

その他 △127

小計 △4,854

利息及び配当金の受取額 176

利息の支払額 △123

法人税等の支払額 △140

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,941

投資活動によるキャッシュ・フロー

少数株主からの連結子会社株式の取得による支
出

△42

固定資産の取得による支出 △1,039

固定資産の売却による収入 6

その他 16

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,059

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 32

長期借入れによる収入 1,537

長期借入金の返済による支出 △2,373

割賦債務の返済による支出 △26

リース債務の返済による支出 △13

少数株主からの払込みによる収入 245

少数株主への配当金の支払額 △2

その他 △51

財務活動によるキャッシュ・フロー △651

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,652

現金及び現金同等物の期首残高 8,767

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 99

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,214
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

  当社グループは、前連結会計年度において大幅な営業損失、

経常損失を計上し、営業キャッシュ・フローも大幅なマイナ

スとなりました。

　当第２四半期連結累計期間におきましても、営業損失41億16

百万円、経常損失40億３百万円、四半期純損失41億26百万円を

計上し、営業キャッシュ・フローは49億41百万円のマイナス

となっております。

  当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

  そこで当社グループでは、前連結会計年度より山崎製パン

株式会社（以下「山崎製パン」）の全面的な協力のもとに経

営基盤を強化すべく中期経営計画を策定し、その達成に取り

組んでおります。山崎製パンからの資本援助をはじめ、同社の

豊富な事業経験・ノウハウや、人材支援を受けており、当社中

期経営計画の遂行上不可欠の支えとなっております。同社は、

ＡＩＢ（American Institute of Baking）食品安全統合基準によ

る指導監査システム導入を契機として、当社再生の基盤作り

に大きな役割を果たしましたが、現在は技術面に止まらず、経

営、業務全般にわたって当社の再建に協力いただいておりま

す。

　現在取り組んでいる「中期経営計画」は以下の通りであり、

平成22年３月期連結経常利益黒字化に向け、全社一丸となっ

て諸施策を推進中であります。

「中期経営計画」（平成20年３月期～平成22年３月期）の概

要

（１）本中期計画の目標

  ①平成22年に創業100周年を迎えるにあたり、不二家の総

    合力を発揮し、消費者・株主・従業員を始めとするステ

    ークホルダーの期待に応える企業となる。その結果、平

    成22年3月期には、連結黒字化を実現します。

  ②経営ビジョンに沿った魅力ある商品・サービスの提供

    ・現在の基幹事業（洋菓子・レストラン・菓子・食品）

      を充実強化いたします。

    ・多様化する消費者のニーズに対応して新たな商品・業

      態を開発し展開いたします。

  ③メーカー力の向上と社員の意識改革

    人材・技術（生産技術・生産管理システム・商品技術）

  ・設備・営業インフラを再構築し、強い不二家になりま

  す。併せて社員の意識を改革して前例にとらわれず自由に

  発想し、迅速に行動する集団を作り、風通しの良い企業風

  土を創ります。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 （２）本計画のスタートにあたっての前提

   ①新経営体制の特質

     ・業務資本提携により、不二家の経営に山崎製パンの人

       材・経営ノウハウが加わりました。

     ・両社の特長と強みの相乗効果を最大限に発揮する事業

       運営を進めております。

     ・社員やフランチャイズチェーン店の間で、『不二家と

       山崎製パンの長所が融合して、新しい不二家が生まれ

       つつある』という認識が急速に広がりつつあるなど、

       既に目に見える形で変化が始まっております。

   ②社会的信頼回復の推進

     当社にとって平成19年１月の一連の問題により揺らいだ

     社会的信頼回復は最重要課題の一つであります。信頼回

     復の基本は良質で安心・安全な商品・サービスの提供と

     いう事業本来の活動ではありますが、透明性の高い経営

     を進める観点から、グループ全体にわたる企業統治シス

     テムの構築とその開示など、社会との対話を推進いたし

     ます。

 （３）基本戦略

   ＜基幹事業の強化及び事業領域の拡大＞

   ①既存領域（基幹３事業+関連事業）

   基幹３事業の改革・強化

   ・洋菓子事業：事業戦略の転換による収益体制の確立

   ・菓子事業：本計画期間中の収益源として、より強固な収

     益基盤を確立

   ・食品事業：強みを活かしたブランド・領域に集中

   ②新領域（着実な種まきの実施、早期の収穫を目指す）

   ・バンダイナムコグループ等との取組み

   ・キャラクタービジネス展開

   ・通販ビジネスの積極展開

   ＜事業インフラの構築と組織構造の再設計＞

   ①人材育成・開発…山崎製パンと不二家の協働経営による

     人材育成

   ②生産管理システムの再構築による経営管理の強化

   ③営業インフラの整備…すべての事業で営業システムを再

     構築

   ④業務責任体制の明確化（現場重視・委員会運営の推進）

 　＜経営の透明性確保と社会的責任の遂行＞

   ①内部統制推進・強化と外部との対話

   ②全社品質保証体制の管理充実による安全・安心の追求

  なお、「重要な後発事象」に記載のとおり、平成20年11月27

日に山崎製パンへの第三者割当増資78億70百万円を実施し、

財務基盤の強化を図る計画であります。

  当社グループは、上記の経営計画の実行により継続企業の

前提に関する重要な疑義は解消されるものと考えておりま

す。従いまして、当社は継続企業を前提として四半期連結財務

諸表を作成しており、継続企業の前提に関する重要な疑義の

影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1)連結の範囲の変更　

　第１四半期連結会計期間より、不二家サン

ヨー㈱は重要性が増したため、連結の範囲

に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数　

  ６社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

持分法適用の非連結子会社　

(1)持分法適用の非連結子会社の変更　

  第１四半期連結会計期間より、不二家サ

ンヨー㈱は持分法適用の範囲から連結の範

囲に変更となりました。

(2)変更後の持分法適用の非連結子会社の

   数　

  該当なし

３．会計処理基準に関する事

項の変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更　

たな卸資産　

  通常の販売目的で保有するたな卸資

産については、従来、主として総平均法

による原価法によっておりましたが、第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号  平成18年７月５日）が適

用されたことに伴い、主として総平均法

による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定して

おります。

  これにより、当第２四半期連結累計期

間の営業損失は64百万円増加し、経常損

失及び税金等調整前四半期純損失は、そ

れぞれ０百万円増加しております。

  なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。　

(2)リース取引に関する会計基準の適用

  所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年

６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会  

会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始す

る連結会計年度に係る四半期
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 連結財務諸表から適用することができ

ることになったことに伴い、第１四半期

連結会計期間からこれらの会計基準等

を適用し、通常の売買取引に係る会計処

理によっております。また、所有権移転

外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。

  これによる当第２四半期連結累計期

間の影響額は軽微のため記載を省略し

ております。　

  なお、リース取引開始日が平成20年３

月31日以前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を

採用しております。

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

  一般債権の貸倒見積高の算

定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒

見積高を算定しております。　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）　

  当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、

耐用年数を７～９年としておりましたが、第１四半期連

結会計期間より５～10年に変更いたしました。この変更

は、税制改正を契機として、現存資産の使用状況に合わせ

使用期間を耐用年数に反映させるためのものでありま

す。

  これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経

常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ54百

万円減少しております。

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、51,034百万円

　　であります。　

　２　保証債務　

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

　　する保証

不二家（杭州）食品有限公司   30百万円　

㈱ユトリア不二家　 48　

　計 79　

　　　関係会社他の営業債務に対する保証

㈱ジェフグルメカード   30百万円　

　計 30　　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、49,043百万円

　　であります。　

　２　保証債務　

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

　　する保証

不二家サンヨー㈱　 245百万円　

不二家（杭州）食品有限公司 28

㈱ユトリア不二家　 51　

　計 325　

　　　関係会社他の営業債務に対する保証

㈱ジェフグルメカード 30百万円　

　計 30　

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

    は、次のとおりであります。　

　１．運賃及び倉庫料                   1,954百万円

　２．販売促進費                       5,034     

　３．広告宣伝費                         828　 

　４．水道光熱費                         358　 

　５．地代家賃                         1,136  　 

　６．給料及び手当                     3,427     

　７．賞与引当金繰入額                   345　 

　８．退職給付引当金繰入額               325　 

　９．委託業務費                         477　 

　10．貸倒引当金繰入額                    33　

※２．投資有価証券評価損のうち22百万円は関係会社株式

の評価損によるものであります。　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

    は、次のとおりであります。　

　１．運賃及び倉庫料                     994百万円

　２．販売促進費                       2,418

　３．広告宣伝費                         504  　 

　４．水道光熱費                         190 

　５．地代家賃                           560 　 

　６．給料及び手当                     1,647    

　７．賞与引当金繰入額                   198 

　８．退職給付引当金繰入額               161 

　９．委託業務費                         230

　10．貸倒引当金繰入額                    20 　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

  対照表に掲記されている科目との関係　

　 （百万円）

現金及び預金勘定 2,224

預入期間が３ヵ月を超える定

期預金
△9

現金及び現金同等物　 2,214
  

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日

至平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式            194,376千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式                 72千株

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
小売事業
（百万円）

卸売事業
（百万円）

不動産事
業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 5,569 10,020 63 210 15,864 － 15,864

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
0 1 27 195 224 (224) －

計 5,569 10,021 91 406 16,088 (224) 15,864

営業利益又は営業損失（△） △1,300 △317 6 70 △1,540 (548) △2,089

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
小売事業
（百万円）

卸売事業
（百万円）

不動産事
業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 11,155 20,641 124 461 32,383 － 32,383

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
0 3 55 396 454 (454) －

計 11,155 20,644 180 858 32,838 (454) 32,383

営業利益又は営業損失（△） △2,486 △651 22 172 △2,943 (1,173) △4,116

　（注）１．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主な製品等

小売事業
ケーキ、ベーカリー、デザート、アイスクリーム等の洋菓子類の製造販売、喫茶及
び飲食店の経営

卸売事業 チョコレート、キャンディ、焼菓子、飲料及び乳飲料等菓子食品類の製造販売

不動産事業 不動産賃貸業、管理等

その他の事業 ＤＮＡの解析及び試薬の販売、事務受託業務及びアウトソーシング受託

３．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（１）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号  平成18年７月５日）

を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比べて、営業損失が「小売事業」で36百万円、「卸売事

業」で28百万円増加しております。

４．追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

  当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を７～９年としておりましたが、第１四半

期連結会計期間より５～10年に変更いたしました。この変更に伴い、従来の方法に比べて、当第２四半期連結

累計期間の営業損失が「小売事業」で６百万円、「卸売事業」で47百万円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日  至　平成20年９月30日）　

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日  至　平成20年９月30日）　

  海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。　

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）　

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）　

　デリバティブ取引の当第２四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日  至　平成20年９月30日）　

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日  至　平成20年９月30日）　

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 89.65円 １株当たり純資産額 111.81円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 17,320 21,708

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円）
17,418 21,726

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり

純資産額の算定に用いられた普通株式に係る四半期

末（期末）の純資産額との差額の主な内訳

（百万円）

少数持主持分 △97 △18

普通株式の発行済株式数（千株） 194,376 194,376

普通株式の自己株式数（千株） 72 64

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株）
194,304 194,312

２．１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 21.24円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 10.93円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純損失（百万円） 4,126 2,123

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 4,126 2,123

期中平均株式数（千株） 194,308 194,305
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（重要な後発事象）

　  当社は、平成20年11月７日開催の当社取締役会において、山崎製パン株式会社（以下、「山崎製パン」といいま

  す。）と新たな業務資本提携（以下、「本業務資本提携」といいます。）および第三者割当により発行される株式の

  募集を行うことを決議し、山崎製パンとの間で新たな業務資本提携契約を締結いたしました。  

Ⅰ．新たな業務資本提携の概要

  １．新たな業務資本提携に至った経緯・目的について

      当社は、平成19年１月に消費期限切れ原料の使用問題に端を発した一連の問題により、休止状態にあった生産・

    販売を同年３月下旬以降、順次再開するとともに、経営体制の刷新と事業の改革に取り組んでまいりました。

      この間、山崎製パンには、ＡＩＢ（American Institute of Baking）食品安全システムの導入、業務資本提携契

    約の締結・第三者割当増資の引受け、役職員の派遣等、技術面に止まらず、経営・業務全般にわたって支援をいた

    だいております。

      全社一丸となって再建に向け全力を尽くしてまいりましたが、当社を取り巻く経済環境は、①人口減少・少子高

    齢化による市場の縮小、②景気先行き悪化懸念による消費マインドの冷え込み、③原材料価格の激変、④金融情勢

    悪化にともなう信用収縮、⑤企業間競争の激化にともなう業界再編によるスケールメリット追求の流れ等、激しく

    動いております。とりわけ、サブプライムローン問題に起因する米国発の金融危機が世界中に波及し、急速な信用

    収縮を通じて実体経済へ悪影響を及ぼし始めており、当社業績につきましても、原材料価格や原油価格の急騰を受

    け下振れしております。

      しかしながら、これまでの様々な改革の実行により、菓子事業は一連の問題発生前の水準まで回復、洋菓子事業

    においても業績は底を打ち、先行きには明るさも見え始めております。

      当社といたしましては、この機会を捉え、当社の事業再生のスピードアップ、業績の向上を目指すために、前向

    きかつ積極的な投資が必要との認識に至りました。投資資金の調達にあたり、昨今の金融情勢が逼迫していること

    もあり、当社として安定的な資金調達（自己資金による投資）・財務基盤の強化が必須であること、また、これま

    での山崎製パンからの支援状況、両社の協業の成果を踏まえ、山崎製パンとの関係を強化・深化させ、シナジー効

    果を増大させることが、当社の企業価値向上に向けた最善の施策との結論に至り、今般の対応となったものです。

  ２．資本提携について

      当社は、山崎製パンに対し普通株式78億70百万円の第三者割当増資を実施いたします。

Ⅱ．第三者割当による新株式発行

  １．新株式発行概要

  （１）発行新株式数　　　  　   普通株式　  　      63,470,000株

  （２）発行価額　　　　　       １株につき            　   124円

  （３）発行価額の総額　                       　 7,870,280,000円

  （４）資本組入額　　　　　     １株につき　       　　     62円

  （５）募集または割当方法　     第三者割当によるものとし、その全てを山崎製パン株式会社に割当てる。

  （６）申込期日　　　　　       平成20年11月26日

  （７）払込期日　　　　　       平成20年11月27日

  （８）新株券交付日　　　　     平成20年11月27日

  （９）割当先および株式数　　　 山崎製パン株式会社  63,470,000株

  （10）全各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とします。

  ２．今回の増資による発行済株式総数の推移

　　　  現在の発行済株式総数　　　　　　　194,376,590株

　　　  増資による増加株式数　 　　 　　　 63,470,000株

　　　  増資後発行済株式総数　　　　　　　257,846,590株

  ３．増資の理由および資金の使途等

  （１）増資の理由

　　　  自己資本の充実による財務基盤の強化を図るとともに引受会社との営業協力を行なうことで営業力の強化を図

      ります。
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  （２）発行価額の算定根拠

　　　　発行価額につきましては、新株発行決議日の前営業日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通

      取引の終値124円を参考として、124円といたしました。

        なお、発行価額の124円の妥当性につきましては、第三者機関にも鑑定評価を依頼し、妥当との意見をいただ

      いております。

  （３）増資調達資金の使途

        一連の問題発生後、現在に至るまでの様々な改革の実行により、当社の菓子事業は一連の問題発生前の水準ま

      で回復、洋菓子事業においても業績は底を打ち、先行きには明るさも見え始めております。当社といたしまして

      は、事業再生のスピードアップ、業績の向上を図るための投資資金として、下記を予定しております。

　（設備資金）

      ①洋菓子事業における積極的な新店舗開設や店舗改装等に係る資金として約1,850百万円

      ②洋菓子事業における新製品製造設備の取得、既存設備の生産増強や省人省力化のための設備更新等の費用と

        して約1,020百万円

      ③菓子事業における新製品製造設備の取得、工場老朽化更新・生産性向上に向けた設備更新等の費用として約

        2,990百万円

  （関連会社）

      ④不採算店の閉鎖等の事業再構築資金として約1,980百万円

（リース取引関係）

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日  至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成20年７月１日  至　平成20年９月30日）　

　リース取引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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２【その他】

（１）決算日後の状況　

　特記事項はありません。

（２）訴訟等　

  当社を被告として、３件３億38百万円の損害賠償請求訴訟が係争中であります。これらは、いずれも平成19年１月

の「消費期限切れ原材料の使用」に端を発した食品安全衛生問題を契機とした売上不振により、原告が経営してい

る不二家ファミリーチェーン店舗の売上が大きく減少したため多大なる損害を受けたと主張したものであり、その

損害をそれぞれ当社に対し賠償請求しているものであります。　

  現在、これらの訴訟は東京地方裁判所において審理中であります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月10日

株　式　会　社　不　二　家

取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　藤　元　宏　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　田　治　幸　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 薬　袋　政　彦　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二家の平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社不二家及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。

追記情報

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において大幅

な営業損失、経常損失を計上し、また、営業キャッシュ・フローは、大幅なマイナスであった。当第２四半期連結累計期間

においても営業損失41億16百万円、経常損失40億３百万円、四半期純損失41億26百万円を計上し、また、営業キャッシュ・

フローは49億41百万円のマイナスとなった。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該

状況を解消するための経営計画等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表に反映していない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年11月７日開催の取締役会において山崎製パン株式会社に対

して第三者割当増資を行うことを決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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